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１．神戸水道ビジョン２０１７ 

  （１）水道ビジョン  （２）神戸水道ビジョン２０１７ 

２．環境の変化 

  （１）国の動き 

    １）新水道ビジョン ２）公営企業経営に当たっての留意事項 

  （２）環境の変化 

３．本市水道事業における取り組み 

  （１）（物的要素） 

    １）水源  ２）浄水場・管路等  ３）給水装置 

  （２）（人的要素） 

    １）組織・人材  ２）お客さま  ３）社会貢献・連携等 

  （３）（財政的要素） 

    １）経営 
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１．神戸水道ビジョン２０１７ 
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 ◆基本理念 
  世界のトップランナーを目指してチャレンジし続ける水道 

 ◆目標達成のための施策 
 （１）水道運営基盤の強化 
   新たな概念の広域化の推進、最適な事業形態の選択、計画的な施設の整備・更新 等 
 （２）安心・快適な給水の確保 
   給水安全度の向上、水質管理の徹底、連携の強化、効率的な技術の導入 等 
 （３）災害対策等の充実 
   耐震化の推進、渇水対策の推進、相互連携、広域化による面的な安全性確保 等 
 （４）環境・エネルギー対策の強化 
   環境負荷の低減、環境保全への貢献 等 
 （５）国際協力等を通じた水道分野の国際貢献 
   諸外国の技術水準向上への貢献、国際化の推進及び国際競争力の強化 等 
 

 ◆目標年度 
  平成２５年度 
  （２０１３年度） 
    

（１）水道ビジョン（厚生労働省・平成16年6月） 

 ◆５つの政策目標 
  「安心」「安定」「持続」「環境」「国際」 



１．神戸水道ビジョン２０１７ 
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 ◆基本理念 
  快適な市民生活を支え、これからも満足いただける水道 
     ～ まちに豊かさを、暮らしにうるおいを ～ 

 ◆６つの事業目標 
  １「安心」      安心しておいしく飲める水道 
  ２「安定」      いつでも使える水道 
  ３「満足度」     お客さまの高い満足度と信頼性を確保できる水道 
  ４「持続」      将来にわたって健全な経営を持続できる水道 
  ５「環境」      環境にやさしい水道 
  ６「新たな展開」  広い視野と社会に貢献する視点を持って事業展開を図る水道 

 ◆目標年次 
  平成２９年 
     （２０１７年） 

（２）神戸水道ビジョン２０１７（平成20年7月） 



１．神戸水道ビジョン２０１７ 
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◆神戸水道ビジョン2017 施策体系図 

ミスト散布等水の有効利用による 
      環境に配慮した施策の展開 

事務事業の継続的見直し 

電力使用量及びCO2排出量の削減、 

自然エネルギー施策の展開 

次代を見据えた組織づくりと人材育成 

浄水汚泥や建設副産物等のリサイクル 

地域と連携した応急給水訓練の実施 

１．節水型社会における持続可能な経営の確保 

４．国際的な視野を持つ水道へ向けての取り組み 

持続 

環境 

新たな 
 展開 

１．水源環境の保全 

２．環境負荷の低減 

３．循環型社会に向けた取り組み 

１．水の有効利用 

２．市民との協働、地域との連携 

３．社会貢献 

２．計画的な施設の整備と更新 

震災の経験、教訓の情報発信 

国際貢献施策等の検討 

広報・広聴活動の充実 

鉛製給水管（鉛管）の解消 

渇水対策 

２．貯水槽水道及び給水装置の管理の充実 

安心 

１．水資源の確保（渇水対策、漏水防止対策） 

２．災害・事故時対応の充実 

１．水源から蛇口までの水質管理の充実 

水源水質の保全 

浄水場、送・配水施設の水質管理 

直結給水促進のPR 

漏水防止対策 

緊急貯留システムの整備 

大容量送水管の整備 

危機管理体制の強化 

配水管、基幹施設の更新・耐震化 

お客さまの利便性の向上 

安定 

３．経年化対策（施設更新）と耐震化の推進 

満足度 １．お客さま満足度の向上 



２．環境の変化 
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２．環境の変化 
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「新水道ビジョン」を策定 

日本の総人口の減少 

東日本大震災の経験 

・給水人口や給水量の減少を前提に、老朽化施設の更新需要に対応するため  
 に様々な施策を講じる必要がある 

・地震動のほか、津波によるもの、大規模な液状化によるものなどの被害 
・南海トラフ巨大地震が近い将来に発生する可能性 
・危機管理対策を抜本的に見直す必要がある 

計画期間を前倒しし、 

水道を取り巻く環境の大きな変化 

（１）国の動き 



２．環境の変化 
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１）新水道ビジョン（厚生労働省・平成25年3月） 

 ◆基本理念 
  地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道 

 ◆目標年度 

     なし 

 ◆取り組みの方向性 
  「安全」「強靭」「持続」 
  水道水の安全、確実な給水及び供給体制の持続性を確保 

 ◆重点的方策  「挑戦」と「連携」の視点から推進 
 （１）水道施設のレベルアップ（ダウンサイジングを踏まえた施設の再構築等） 
 （２）資産管理の活用（アセットマネジメントの導入等） 
 （３）人材育成・組織力強化 
 （４）危機管理対策（施設耐震化、ＢＣＰ※1の策定等ハード・ソフト両面からの検討） 
 （５）環境対策（再生可能エネルギー、省エネルギー対策の導入等） 
 （６）住民との連携の推進（リスクコミュニケーション※2の構築、飲料水のニーズ多様化への対応等） 
 （７）発展的広域化（用水供給事業や近隣事業者との広域化、連携の推進等） 
 （８）官民連携の推進（多様なＰＰＰ※3の活用、官民の人事交流） 
 （９）国際展開（海外への展開と水ビジネスの連動推進等） 
（１０）水源環境の保全（流域単位で連携した取り組みの推進） 
（１１）料金制度の最適化（固定費と変動費の割合の適正化等）   等 



２．環境の変化 
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２）公営企業経営に当たっての留意事項について 
                    （総務省・平成26年8月）  ◆「経営戦略」を策定 

   経営基盤の強化と 
   財政マネジメントの向上に取り組む  ◆計画期間   10年以上を基本 

 ◆留意点  ・必要な住民サービスを提供することが可能となっていること 
         ・「投資」等支出と「財源」等収入が均衡した形となっていること 
         ・効率化、経営健全化のための取り組み方針が示されていること 

 ◆検討の視点 
 （１）投資の検討（合理化の手法） 
   施設の廃止・統合（ダウンサイジング）や性能の合理化（スペックダウン）、長寿命化、 
   民間資金・ノウハウ等の積極的活用（ＰＰＰ/PFI※4の導入等）、広域化など 
 （２）財源の検討 
   料金原価の抑制（経営改善・合理化の一層の徹底） 
   料金体系の適切な配意（基本料金と従量料金の比率等） 
   自己資金、企業債を適切な水準とする（世代間負担の公平、経営健全化の維持等）   
 （３）効率化、経営健全化の取組 
   組織、人材等の徹底した合理化（人材確保・育成、定員管理の推進、給与の適正化等）    
   広域化、民間資金・ノウハウの活用（コンセッション方式※5の積極的検討等）、 
   資産の有効活用（知識、技能の有効活用）、情報通信技術、新技術の活用 等 
  



8/40 神戸市水道局 

社会からの要請・ 
社会情勢の変化  

 

東日本大震災の経験・ 
阪神・淡路大震災後20年 

節水型社会の進展・ 
人口減少社会への転換 

２．環境の変化 

神戸市水道局 

水量の減少 

神戸市 
水道事業 

災害対策の
検証・見直し 

災害時対応力
の強化 

収入の減少 

水循環基本法の 
制定・施行 

持続可能な 
経営の確保 

公民連携の推進 

（２）環境の変化 
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○人口、配水量の推移 

・節水型社会の進展により水需要の減少傾向が続く 
・人口は平成23年度をピークに減少傾向に転換 
・今後、水需要の減少にさらに拍車がかかることが見込まれる 

※将来値は本市水道局の推計に
よるイメージ 

（現行の人口減少のトレンドを踏ま
え、単純に減少傾向を延長した場
合（逆ロジスティック曲線を使用）） 

①節水型社会の進展・人口減少社会への転換 

22年度 23年度 24年度 25年度 

人口  （人） 1,544,200 1,544,496 1,542,128 1,539,751 



２．環境の変化 
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○給水収益の推移 

・水道料金は平成９年度（うち基本料金については平成11年度）に改定 

・給水収益は平成12年度をピークとして減少傾向が続く 

※将来値は本市による見込値 



２．環境の変化 
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・近い将来に発生が予想される南海トラフ巨大地震に備えて、災害対策の見直しが必要 

・阪神・淡路大震災を踏まえて作成した耐震化基本計画について、作成後20年が経過し、 

 その検証が必要 

 

 
 

阪神・淡路大震災で得た教訓をもとに策定 

【計画目標】 

 １ 応急復旧を４週間以内に完了 
 ２ 復旧期間中における応急給水の目標水量 

   地震発生～３日まで   ３Ｌ／人・日 

         ～10日まで  ２０Ｌ／人・日 
         ～21日まで １００Ｌ／人・日 

         ～28日まで ２５０Ｌ／人・日 

  ３ 防災拠点における水の確保 
  ４ 地理的に連続した公平な復旧 

  ５ 病院やクリーンセンターなど市民生活へ 

    の影響を与える施設へ早期に水を確保   

②東日本大震災の経験、阪神・淡路大震災後20年 

兵庫県による南海トラフ巨大地震津波 
浸水想定図（平成２６年２月公表） 

神戸市（東部） 
神戸市水道施設耐震化基本計画 

（平成7年7月） 



出典：平成25年版日本の水資源 
（国土交通省）より 

２．環境の変化 
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・健全な水循環、環境保全への 

 積極的な貢献が求められている 

・水道事業の運営形態、官民連携のあり方  

 について多様化が進んでいる 

③社会からの要請・社会情勢の変化 

水循環基本法の制定 

・水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進 
・健全な水循環を維持・回復する 

 
 
 

公民連携の推進 

・経営形態の多様化 
  公民共同企業体の設立、水道工事を含む  
  水道事業全般の包括委託など 
・ＰＦＩ法の改正 
  「公共施設等運営権」の設定 

 
 
 



３．本市水道事業における取り組み 

神戸市水道局 



３．本市における取り組み 
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（１）物的要素 
  １） 水源 
  ２） 浄水場・管路等 
  ３） 給水装置 
（２）人的要素 
  １） 組織・人材 
  ２） お客さま 
  ３） 社会貢献・連携等 
（３）財政的要素 
  １） 経営 

◆構成  
「神戸水道ビジョン２０１７」 

取り巻く環境 
の変化 

業務指標（ＰＩ）※6 

他都市比較等 
定量的な視点の活用 

各要素 

概要 

主な取り組み 

データから
みた現状 



（１）物的要素 
   
   １）水源 
   ２）浄水場・管路等 
   ３）給水装置 

神戸市水道局 

３．本市における取り組み 



３．本市における取り組み（水源） 
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１）水源 

１日当たりの 

水源確保量88.1万㎥ ・自己水源は、布引、烏原、千苅の３貯水池等、水量的には、  
 全体の4分の1程度 
・必要な水量の大半は用水供給事業からの受水。 

水源の内訳 概要 



３．本市における取り組み（水源） 
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施設概要 概要 



３．本市における取り組み（水源） 
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２）水源水質の保全 

○ 水源用地の保全、涵養 

○ 植生浄化実験※8の実施 

○ 中層曝気装置※9の設置 

中層曝気装置 

１）水資源の確保 

主な取り組み 

○ 自己水源の確保、複数水源の維持 

○ 水安全計画※7策定に基づく、 
  事業体間の情報共有、連携強化 

兵庫県用水供給事業 
青野ダム（出典：兵庫県ＨＰ） 

植生浄化実験 



３．本市における取り組み（水源） 
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・水需要の減少とともに、水源利用率は低下 

・今後、利用率がさらに低下することが見込まれ、 

 水源のあり方について検討必要 

 

平均配水量÷水源確保量×100 【水源利用率】 

水源の確保 データ 



３．本市における取り組み（水源） 
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・気象条件の影響等により値が変動しているが、概ね横ばいで推移 

・今後、水需要の減少に伴い、滞留による水質悪化が懸念される 

【化学的酸素要求量（ＣＯＤ）】 

水源の水質 

＊ＣＯＤとは、海や湖の水質を 
 はかる指標の一つ。 
 水の中で使用される酸素の量を  
 測定する。有機物が多く水質が 
 悪化した水ほどＣＯＤが高くなる。 

※千苅貯水池は環境基準が 
 指定されており、他の貯水池と  
 測定方法が異なる 

データ 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 
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施設概要 

２）浄水場・管路等 

主要施設名 数量 

浄水場 
千苅、上ヶ原、 

奥平野等 
6か所 

ポンプ場 
51か所 
（245台） 

配水池 
126か所 
（257池） 

管路延長 
導水管、送水管、 

配水管 
5,126km 

（平成26年4月1日現在） 

概要 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 

20/40 神戸市水道局 

・地形的特徴から多くの施設（ポンプ、配水池） 
 が必要 
・施設を効率的に運用するため、 
 テレメータ・テレコントロールシステム※10 

  により、集中管理を実施している。 

送配水システム 

126 

概要 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 
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・配水管の布設年度別延長 

・昭和40年代から50年代にかけて、都市の発展にあわせて大量の施設を整備 

・経年化の進捗に伴い、今後、施設の大量更新が必要 

・経過年数別施設数 

※平成25年度末現在 

経年化の状況 概要 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 

22/40 神戸市水道局 

神戸市水道施設耐震化基本計画 

大容量貯水槽 

・大容量送水管の整備 

・緊急貯留システムの整備 

概要 

 ・格子状の管路の耐震化 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 
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１）水質管理の充実 

○ 本山浄水場に膜ろ過施設※12の導入 

○ 粒状活性炭処理槽の洗浄装置※13の稼働 

○ 内面塗装管※14の採用など適切な管網※15

の推進 

 

膜ろ過設備 

主な取り組み 

２）災害対応等の充実 

○ 千苅浄水場（Ⅱ系）の耐震化 

○ 配水管の耐震化 
19年度 29.8%→25年度 34.6% 

○ 「いつでもじゃぐち」※16の整備（33か所） 

◆施設の更新・耐震化 

いつでもじゃぐち 



○ 西垂水第2高層配水池系統の送水2系統化 

○ 三田市、西宮市との緊急時連絡管※18の整備 

３．現状と取り組み（浄水場・管路等） 

24/40 神戸市水道局 

○ 緊急貯留システム※17の整備完了（全市47か所） 

○ 既存応急給水拠点の再整備 

○ 応急給水拠点シンボルマーク決定、 

  案内看板の設置 

○ 大容量送水管の整備完了（平成27年度予定） 

応急給水拠点 
シンボルマーク 

◆災害時等における水源の確保 

◆緊急貯留システム、大容量送水管の整備 

緊急時連絡管 

 5市9カ所 

主な取り組み 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 
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・水需要の減少に伴い、施設利用率は減少傾向 

・配水管使用効率は、市街地が密集している都市に比べ、低い水準 

・今後、利用率等がさらに減少することが見込まれ、規模の見直し、効率的な施設整備等の検討が必要 

【施設利用率】 

施設規模 

一日平均給水量÷一日給水能力×100 

年間配水量÷導送配水管延長 【配水管使用効率】 

（施設利用率） 

データ 



３．本市における取り組み（浄水場・管路等） 

26/40 神戸市水道局 

・耐震化率は他都市より高い水準にあるが、更新ペースは低い水準 

・大量更新期を迎えるなか、更新のスピードアップなど図っていくことが必要 

【管路の耐震化率 】 

耐震化の状況 

耐震管延長÷管路総延長×100 

現状 



３．本市における取り組み（給水装置） 

27/40 神戸市水道局 

ポンプ 

高架水槽 

受水槽 

配水管 

受水槽方式 

配水管 

直結増圧 
ポンプ 

３）給水装置 

直結給水方式 概要 



３．本市における取り組み（給水装置） 

28/40 神戸市水道局 

１）受水槽の水質保持 

２）鉛製給水管※20の解消 

○ 直結給水促進ＰＲの実施 

○ 小規模受水槽※19の設置者への 
  無料調査の実施 

○ 平成21年度に道路部における鉛製
給水管を解消 

○ 宅地内の鉛製給水管の取替勧奨や
助成制度・融資制度の広報 

鉛製給水管 

主な取り組み 



３．本市における取り組み（給水装置） 

29/40 神戸市水道局 

・直結給水率は順調に推移 

・学校の直結給水化を積極的に推進 

直結給水件数÷給水件数×100 【直結給水率 】 

直結給水 

※集合住宅の件数について、各戸の件数とするか、１件とカウント  
 するかにより、水準が異なる。本市は個別契約（前者に該当）の 
 ため、比較的低い値となっている。 

○「学校の直結給水化」 の働きかけ 

  平成１８～２３年度の６年間で  
  約９０校実施 （年間１５校） 

データ 



（２）人的要素 
   
   １）組織・人材 
   ２）お客さま 
   ３）社会貢献・連携等 

神戸市水道局 

３．本市における取り組み 



３．本市における取り組み（組織・人材） 

30/40 神戸市水道局 

○ 経営効率化目標の設定 
○ 効率的な執行体制に向けた職制改正 
○ 「水道局人材育成ビジョン」の策定 経営効率化目標（Ｈ24～Ｈ27）※21 

・人件費の削減 
  平成27年度における人件費を 
  平成23年度予算比で10%削減 

◆事務事業の継続的見直し 

２３年度予算 

人件費 
7,121百万円 

職員数 
771人 

※人件費は水道事業 
  （営業費用）、税抜額 
※職員数は水道局全体 

主な取り組み 

２５年度実績 

6,356百万円 
(▲10.7％) 

724人 
(▲47人) 

１）組織・人材 

概要 

・事務事業の見直しに合わせて継続的に削減 



３．本市における取り組み（組織・人材） 

31/40 神戸市水道局 

・1人あたり有収水量は、水需要は減少しているものの、職員数の削減により増加傾向 

・しかしながら、他都市に比べると低い水準 

・事務事業の見直し等をさらに進め、より効率性を上げていくことが必要 

年間総有収水量÷損益勘定職員数 【職員一人あたり有収水量】 

事業運営の効率性 データ 



３．本市における取り組み（お客さま） 

32/40 神戸市水道局 

１）広報・広聴活動の充実 

○ 広報基本計画の策定 
○ デザイン性のある水飲み場の設置 
○ お客さま満足度調査の実施 

広報基本計画 
みずみず（水水）しい 広報 

２）お客さま 

デザイン性のある 
水飲み場 

主な取り組み 

○ お客さま電話受付センターの開設 

○ 修繕受付センターの開設 

○ 水道料金クレジット払いの導入 

２）利便性の向上 

水道修繕受付センター 
・２４時間修繕を受付 

○お客さま電話受付センター 
・５センターに分かれて受付していた水道の 
 使用開始・中止の申し込みを全市統一して受付 

概要 



33/40 神戸市水道局 

３．本市における取り組み（お客さま） 

神戸市水道局 

・広報の満足度は、他の施策の満足度に比べ低い 

・施策等について知っていると、満足度が高い 

・より効果的な広報の検討が必要 

【広報活動に対する満足度】 

広報活動 

（平成25年度） 

発信するだけでなく、双方向のコミュニケーションが大切 

データ 

（「お客さま満足度調査」より） 



３．本市における取り組み（社会貢献・連携等） 

34/40 神戸市水道局 

１）環境に配慮した施策の展開 

３）社会貢献・連携等 

○ 電力使用量の削減 

○ 自然エネルギーの活用 

千苅浄水場 
（太陽光発電） 
 
 ・実績 
 太陽光発電 4か所 
 水力発電      1か所 

概要 主な取り組み 

○ 地域団体との水源保全活動、応急給水訓練 

○ 他事業体との相互応援訓練等 

○ 県内水道事業体間での広域的な技術連携 

○ 地元企業等の海外展開への支援 

○ 東日本大震災における支援活動 

２）地域団体等との連携・協働・支援 

 ◆国際貢献施策の展開、地元企業への支援 

◆震災の経験・教訓の情報発信 

応急給水訓練 
平成25年度 
 70回実施 

ベトナム国キエンザン省との 

技術協力・交流 



35/40 神戸市水道局 

３．本市における取り組み（社会貢献・連携等） 

神戸市水道局 

・自然エネルギー利用率の水準は中位程度 

・配水量１m3当たり電力使用量は、水需要が減少するなか横ばいで推移 

環境負荷 

（再生可能エネルギー設備の電力使用量 
  ÷全施設の電力使用量）×100 

【再生可能エネルギー利用率】 
全施設の電力使用量／年間配水量 

【配水量1㎥当たり電力消費量】 

データ 



（３）財政的要素 
   
   １）経営 

神戸市水道局 

３．本市における取り組み 



３．本市における取り組み（経営） 

36/40 神戸市水道局 

・収入が減少するなか支出を削減し、何とか黒字を維持している状況 
・このままの費用構造で推移した場合、収支の悪化が進む 
・装置産業としての事業の性質上、減価償却費など固定費的な経費が多い 
・水需要が減少し、従量料金部分の固定費の回収が困難になってきている 

１）経営 

 財政状況の推移 概要 

【現行料金改定時における原価配賦】 

基本料金 22.0％ 従量料金 78.0％ 

固定費 
12.2％ 

その他 
9.8％ 

固定費 
67.8％ 

その他 
10.2％ 

※固定費の適正負担の観点から、
水道水を地下水等の補給水として
利用する場合に固定費負担金を求
める制度を新設（平成23年10月） 



３．本市における取り組み（経営） 

37/40 神戸市水道局 

 ◆中期財政計画 

○ 中期財政計画（計画期間中の収支均衡）の達成 

中期経営目標２０１１ （平成２０～２３年度） 中期経営目標２０１５ （平成２４～２７年度） 

    H20 H21 H22 H23 

  
計画 

  

収入 364 363 361 358 

支出 363 362 361 358 

損益 1 1 0 0 

  
実績 

  

収入 359 356 352 345 

支出 351 350 344 339 

損益 8 6 8 6 

    H24 H25 H26 H27 

  
計画 

  

収入 344 343 345 345 

支出 344 343 345 344 

損益 0 0 0 1 

  
実績 

  

収入 342 335     

支出 338 333     

損益 4 2     

（単位：億円） （単位：億円） 

主な取り組み 



38/40 神戸市水道局 

３．本市における取り組み（経営） 

神戸市水道局 

配水管の更新と財政収支 ※将来値は本市による見込値 
データ 

・現状の年間20kmペースで更新を続けると、管路の経年化が進む 
・年間40kmで更新すると、経年化のペースが抑えられる 
・いずれにせよ収支の改善は必須 



             環境保全 
            社会貢献 

             満足度の向上 
             

             事務事業の見直し 
            人材育成 

             規模の見直し 
            耐震化率の向上 

            水源利用率の向上 
            水質の維持・向上  

３．本市における取り組み（経営） 

39/40 神戸市水道局 

財政収支の見込 

仮にこれまでの数値を他都市平均並みに上げるとした場合 

水源 

職員・組織 

お客さま 

社会 

施設・管路 

上ヶ原浄水場再整備 等 140 235 

ダウンサイジング 
更新スピードアップ 等 

622 1762 

効率的な執行体制 
の確立        等 

▲420 － 

広報の強化     等 17 － 

大都市の役割 
地元企業への支援  等 

－ － 

１年あたりのコスト増減 費用の増 工事費の増 

３５９百万円 １９９７百万円 毎年度、これだけコストが増える 

データ 



３．本市における取り組み（経営） 

40/40 神戸市水道局 

・冗長性、代替性、多重性などの視点を踏まえ、 

 施策を量的・質的、ハード・ソフト両面から 

 重層的に展開 

・水道水の需要喚起等に努めることで、  
 給水収益の減少傾向を緩やかにする 

・環境の変化等を踏まえ、 
 実施すべき事業は実施する 
・一層の経営の効率化を推進する 

収入 費用 

水道事業の持続 
信頼性の向上 

・水道水の有意性のPR 
・水道水の魅力UP 
・安定した料金体系の検討 
            など 

・耐震化等適正な投資 
・施設規模の見直し 
・官民連携の推進 
              など 

収入・費用の 
増減要素を 
バランスさせる 

水道事業の 

構造改革、再構築 

◆水道事業の持続に向けて 


